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１．実施市町村数、実施件数及び実施面積 
 
 ○ 令和３年度に本事業に取り組んだ市町村は 115 市町村で、中国四国地域の市

町村（202市町村）の約６割で取り組まれている。 

 ○ 実施件数は 374 件となり、前年度に比べ８件（２％）の増加となっている。 

 ○ 実施面積は 3,887ha で、前年度に比べ 103ha（３％）増加しており、本年度

の実施面積は、全国の実施面積の５％を占めている。 
 
 

表１ 実施市町村数、実施件数及び実施面積 

 
※ 平成 30 年度より、同一ほ場における複数取組を交付対象外としたことや、国際水準ＧＡＰの取組への対応

が難しい農業者がみられたことから、実施件数及び実施面積が減少した。 

※ 表中の数値については、表示単位未満を四捨五入したため、合計値と内訳の計が一致しない場合がある。 

 

 



2 

 

２．支援対象取組別の実施面積 
 
○ 実施面積 3,887ha を支援対象取組別にみると、堆肥の施用の取組が 1,462ha

（38％)で最も多く、次いで、有機農業の取組が 1,015ha（26％）、カバークロ

ップの取組が 994ha（26％）、地域特認取組が 284ha（７％）、秋耕の取組が

99ha（３％）、長期中干しの取組が 28ha（１％）、不耕起播種の取組が５ha 

（０％）、草生栽培の取組が１ha（０％）となっている。 

 ○ カバークロップの取組は、４県で増加したものの、主に、鳥取、島根、山口県

で取組が減少したことから、３ha（０％）の減少となった。 

 ○ 堆肥の施用の取組は、４県で減少したものの、主に、島根、香川県で取組が増

加したことから、11ha（１％）の増加となった。 

 ○ 有機農業の取組は、２県で減少したものの、中国地域の５県と徳島、高知県で

取組が増加したことから、39ha（４％）の増加となった。 

 ○ 地域特認取組については、２県で減少したものの、鳥取、島根県で取組が増加

したことから、７ha（３％）の増加となった。 

 ○ 地域別にみると、中国地域で堆肥の施用の取組（43％）、四国地域では有機農

業の取組（62％）の割合が多くなっている。 
 
 

表２ 支援対象取組別の実施面積 

（単位：ha）

割合 割合 対差 対比

カバークロップ 997 26% 994 26% ▲ 3 0%
堆肥の施用 1,451 38% 1,462 38% 11 1%
草生栽培 1 0% 1 0% 0 0%

不耕起播種 4 0% 5 0% 1 25%
長期中干し 28 1% 28 1% 0 0%

秋耕 50 1% 99 3% 49 98%
有機農業 976 26% 1,015 26% 39 4%

地域特認取組 277 7% 284 7% 7 3%
計 3,784 100% 3,887 100% 103 3%

前年度との比較令和２年度 令和３年度

 
※ 表中の数値については、表示単位未満を四捨五入したため、合計値と内訳の計が一致しない場合がある。 

 
図４ 支援対象取組別の実施面積（令和３年度）の全国と中国・四国地域との比較 
 
               【全 国】             【中国地域】             【四国地域】  
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※ 堆肥の施用：５割低減の取組（化学肥料及び化学合成農薬の使用を地域の慣行 
     から原則として５割以上低減する取組。以下同じ。）の前後いずれ 
         かに炭素貯留効果の高い堆肥を施用する取組をいう。 
 

    カバークロップ：５割低減の取組の前後のいずれかにカバークロップ（緑肥）を作付
けする取組をいう。 

     
リ ビ ン グ マ ル チ ：５割低減の取組と併せて主作物の畝間に緑肥を作付けする取組を

いう。 
 
草生裁培：５割低減の取組と併せて果樹または茶の園地に緑肥を作付けす

る取組をいう。 
       

不耕起播種：５割低減の取組と併せて前作の畝を利用し、畝の播種部分のみ耕
起する専用播種機によって播種を行う取組をいう。 

       
長期中干し：５割低減の取組と併せて通常よりも長期間の中干しを実施する取

組をいう。 
      

秋   耕：５割低減の取組と併せて水稲収穫後の作物残さを秋季にすき込
む取組をいう。 

       
有機農業：化学肥料及び化学合成農薬を使用しない取組をいう（「国際水準

の有機農業」の実施を要件）。 
    

地域特認取組：地域の環境や農業の実態等を勘案した上で、地域を限定して支援
の対象とする、５割低減の取組と合わせて行う取組をいう。 
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３．作物区分別の実施面積 
 
 ○ 実施面積 3,887haを作物区分別にみると、「水稲」が 3,205ha（82％）で最も

多く、次いで、「いも・野菜類」で 251ha（６％)、「果樹・茶」で 175ha（５％）

の順となっている。全国の作物区分と比べても、「水稲」の比率は、82％と高く

なっている。 

 ○ 「水稲」において、鳥取県以外の全ての県で取組が拡大したことから、前年度

に比べ、88ha（３％）の増加となった。「花き・その他」以外の作物区分でも取

組が増加したことから、作物区分別計では前年度に比べ、103ha（３％）の増加

となった。 

 ○  地域別にみると、中国地域では「水稲」の取組が８割を超えている。四国地域

でも「水稲」の取組が過半数（61％）となっており､次いで「果樹・茶」の取組

が 21％と多くなっている。 
 
 

表３ 作物区分別の実施面積 

（単位：ha）

割合 割合 対差 対比

水稲 3,117 82% 3,205 82% 88 3%

麦・豆類 89 2% 101 3% 12 13%

いも・野菜類 249 7% 251 6% 2 1%

果樹・茶 173 5% 175 5% 2 1%

花き・その他 156 4% 156 4% 0 0%

計 3,784 100% 3,887 100% 103 3%

前年度との比較令和２年度 令和３年度

 
※ 表中の数値については、表示単位未満を四捨五入したため、合計値と内訳の計が一致しない場合がある。 

 

図５ 作物区分別の実施面積（令和３年度）の全国と中国・四国地域との比較 

 

【全 国】           【中国地域】           【四国地域】 

     

                                     




